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当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に関する事項
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当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に関する事項

　23中計の基本方針は次のとおりであります。

①　新生チーム日軽金への取組み

グループの企業価値向上のための構造改革

カーボンニュートラルへの対応

経営改革の推進および内部統制機能の強化

②　社会的な価値の創出に寄与する商品・ビジネスの提供

お客様ニーズを満足する商品・ビジネスの提供

サプライチェーン・ライフサイクル全体を通じた多様な商品・ビジネスの提供

社会的課題を解決するためのグループ連携体制の強化

　当社グループは、以上の基本方針に基づくアクションプランに果敢に取り組み、今後もグループ一丸となり総

力を挙げて、企業価値ひいては株主共同の利益の向上に邁進する所存です。

（３）不適切な者による支配の防止に関する取組み
　当社では、上記（2）に述べた23中計の基本方針に基づくアクションプランに果敢に取り組むとともに、機関

投資家とのエンゲージメント（対話）の強化などにも努め、今後とも企業価値ひいては株主共同の利益の向上に

邁進する所存です。当社株式の大規模買付行為を行おうとする者に対しては、大規模買付行為の是非を株主の皆

さまが適切に判断するために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて取締役会の意見等を開示し、株主の皆

さまが検討する時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令に基づき、適切な措置を

講じてまいります。

（４）当社の取組みが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同
の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは
ないこと

　上記（2）および（3）に述べた取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるための具体的な方

策として策定されたものであり、上記（1）に述べた基本方針および株主共同の利益に沿うものであり、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。
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連結注記表、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等、表示方法の変更に関する注記
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連結注記表、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等、表示方法の変更に関する注記
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連結注記表、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等、表示方法の変更に関する注記

による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、その他の部
門における工事契約については、ごく短期な工事を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり
収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定で
きる場合は、主として、発生した原価が履行義務の充足における進捗度に比例すると判断しているため、見積
総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。ごく短期な工事については完全に履行
義務を充足した時点で収益を認識しております。

顧客への製品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者に
対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価で計上しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりま

せん。
有償支給取引については、支給品の譲渡に係る収益は認識せず、かつ支給品の消滅も認識しておりません。

なお、支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について、有償支給取引に係る負債を認識し、流動負債そ
の他に含めております。

箔、粉末製品事業におきましては、アルミ箔、パウダー・ペースト等の製造、販売を行っております。製品
の販売については顧客との契約に基づき製品が顧客に検収された時点において顧客が当該製品に対する支配を
獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は製品が顧客に検収された時点で収益を認識し
ております。ただし、国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間である場
合には、出荷時に収益を認識しております。

顧客への製品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者に
対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価で計上しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりま

せん。
有償支給取引については、支給品の譲渡に係る収益は認識せず、かつ支給品の消滅も認識しておりません。

なお、支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について、有償支給取引に係る負債を認識し、流動負債そ
の他に含めております。
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会計上の見積りに関する注記、会計上の見積りの変更に関する注記

堆砂対策引当金 8,428百万円

堆砂対策費用 1,796百万円

３．会計上の見積りに関する注記
堆砂対策引当金
⑴　当年度の連結計算書類に計上した金額
連結貸借対照表

連結損益計算書

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法
　当社の連結子会社である日本軽金属㈱が保有する雨畑ダム（山梨県南巨摩郡早川町）上流の雨畑川の水位が
2019年８月の台風10号、同年10月の台風19号などによる豪雨の影響を受け上昇したことにより、周辺地域
で浸水被害が発生いたしました。現在、地域の皆さまの安全を最優先に、関係各所との連携により浸水被害を
防ぐための対策を進めております。また、国土交通省より抜本的な解決に向け、堆砂対策の計画を取りまと
め、計画的に取り組むよう指導されております。
　この状況を厳粛に受け止め、日本軽金属㈱は国土交通省、山梨県および早川町との４者で構成する雨畑地区
土砂対策検討会を設立し、周辺地域における浸水被害発生に対する応急対策、および堆積土砂の抜本対策につ
いて検討を重ね、その内容に基づき雨畑ダム堆砂対策基本計画を策定し、その実行に伴う費用等を合理的に見
積り、堆砂対策引当金という名称で連結貸借対照表に計上しております。
　具体的には、雨畑ダム堆砂対策基本計画で示した2022年度から2024年度に目標としている土砂量300万
～400万㎥を期間内に搬出する必要があり、そのための現実的で実行可能性のある搬出計画（搬出方法や搬出
先）を策定し、その費用を合理的に見積っております。

② 主要な仮定
　現実的で実行可能性があると判断した搬出計画（搬出方法や搬出先）は、2020年度から2023年度に実施
した堆砂対策の実績や外部コンサルタントのアドバイス等を用いて日本軽金属㈱が計画を立案し、関係各所と
の合意を得たものを見積りの仮定としております。

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響
　日本軽金属㈱が見積りの前提として仮定した搬出計画（搬出方法や搬出先）は、今後の関係各所との協議結
果等により、許認可の内容や工事方法の変更等が発生し、見積り額が変動する可能性があります。

４．会計上の見積りの変更に関する注記
堆砂対策引当金
　当連結会計年度において、雨畑ダム堆砂対策基本計画の進捗等に伴い、土砂搬出に新たに工程等を追加する必要が
あることが判明したため、堆砂対策引当金の見積額を変更しております。これにより、堆砂対策費用として特別損失
に1,796百万円を計上し、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は同額減少しております。
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連結損益計算書に関する注記
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金融商品に関する注記

９．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループでは、資金運用については主に短期的な預金等で運用し、また、資金調達については銀行借入
や社債の発行など、資金調達手段の多様化を図っております。デリバティブ取引としては、各種リスクを回避
するための手段として金利スワップ取引、為替予約取引、アルミニウム地金等の先渡取引及び通貨スワップ取
引を利用しており、投機的な取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま
すが、当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うなどの方法により管理しておりま
す。また、外貨建ての営業債権については、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては
先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業
の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、概ね１年以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調
達であります。変動金利の借入金は金利の変動リスクに、外貨建借入金は金利及び為替の変動リスクに晒され
ておりますが、このうち長期のものの一部については、これらを回避する目的で、個別契約毎にデリバティブ
取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金
利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、グループ経営方針に基づき制定した取引規則に基づいて行って
おり、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、高格付けを有する金融機関及
び大手商社とのみ取引を行っております。
　また、営業債務や借入金は、資金繰計画を作成するなどの方法により、流動性リスク（支払期日に支払いを
実行できなくなるリスク）を管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　「⑵　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額
自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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金融商品に関する注記

－ 16 －



2024/05/18 16:52:40 / 23070801_日本軽金属ホールディングス株式会社_招集通知

金融商品に関する注記
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金融商品に関する注記

(注)１． 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日)第24-16項
に定める経過措置を適用した組合等への出資については、上記表には含めておりません。連結貸借対照表にお
ける当該組合等への出資の金額は73百万円であります。

(注)２． 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を
レベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　時価の算定方法は、取引先金融機関及び取引先商社から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２
の時価に分類しております。
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた
め、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法によっております。一部の長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金
利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積も
られる利率で割り引いて算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

社債
　社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた
現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
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個別注記表
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個別注記表
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個別注記表
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